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Abstract: In contemporary Japan, cooperation of citizens is indispensable for conservation activities of modern architectures. Because 
people engaged in conservation have different values depending on their position. Citizens can convey the value of architectures that 
architects can not tell . However since when did these citizens participate in conservation activities . In modern times , there are many 
conservation activities by citizens , but it is not clear what kind of circumstances they came to participate. Therefore , this research 
clarifies the pattern of citizen entry and its effect in past conservation activities.  
 
０.研究背景                    

 現代日本において建築物を保存するにあたって，

近代建築物への関心は未だ低く，保存と解体の一進

一退を繰り返しているのが現状である．そうした近

代建築物を保存するうえで生じる主な問題点として

以下の三点が挙げられる． 

① 保存問題はその時代，対象建築物，環境，政治，

経済などの内外的要因によって様々であり，一

元的に解決するものではないこと． 

② 文化財登録制度などの現行の制度を用いて，補

助金の交付などといった支援制度の確立とその

利用が必要不可欠であること． 

③ 一般の人々の建築に対する関心，価値観を共有

し，共感を獲得することで保存活動の一端を担

ってもらう必要があること． 

以上の三点はこれまでの多くの保存事例において共

通した問題点であり，今回はこの③に着目する． 

 

１．研究目的                 

 現代日本における近代建築物の保存活動において

市民の協力は必要不可欠なものとなっている．なぜ

ならば，保存に関わる人間は，それぞれの立場によ

って異なった価値観を持っており，建築学的知識を

持つ専門家の訴えが通じるとは限らないのである．

そうした際に，建築物に対して記憶や愛着といった

精神的価値を持つ市民と協力することで，建築家で

は伝えることのできない建築物の価値を伝えること

が出来る．しかし，そうした市民はいつから保存活

動に参加していたのか．現代においては，市民主導

の保存活動事例は数多くあるが，どのような経緯で

市民が活動に参加するようになったのかは明らかで

はない．よって本研究の目的は，これまでの保存活

動における市民参入の模様とその影響を明らかにす

る． 

 

２．既往研究                   

 保存に関する論文において，市民の重要性を説明し

ている専門家は数多くいるが，そうした市民の動きを

把握している記録は，市民主導の保存活動事例ばかり

である．第一に，保存活動そのものに関する研究が存

在しておらず，市民は度外視で，それぞれの保存論の

展開または対象建築物の調査分析の研究が多いのが

現状である．そのため，保存に関する記録などを総括

した既往研究として清水重敦による『建築保存概念の

生成史』 が挙げられる．この論文の研究対象は近世

から近代にかけてであり，近代以降にはあまり触れら

れてはいない．またあくまでも，建築専門家による保

存概念であり，建築物を扱う一般の人々を含めた視点

から，保存の文脈を読み解く必要があるのではないだ

ろうか． 

 

３．研究方法                  

『新建築』，『建築雑誌』，『日経アーキテクチュア』

の3誌より“保存”に関する記事を抽出し，「社会的

背景」，「保存に関する思想と言説」，「保存運動及び

事例」の三つのカテゴリーに分類する．対象年代と

しては，国内外に大きな影響を与えた帝国ホテル問

題の 1968 年から近代建築保存が活発化したと思わ

れる70年代までを対象とする．抽出した情報を時系

列に即して今一度整理し体系化させる．そして，そ

れらを読み解き，当時の社会背景，思想と言説そし

て実例から市民の動きとその影響を分析する． 

 

４．日本における近現代建築の保存活動の変遷     

4－1．1968年までの諸問題                

 戦後復興を経て，日本は高度経済成長期を迎えた

が，それに伴いいくつかの問題をかかえることとな

った．一つが水俣病など四大公害病として騒がれた

公害問題である．工場などから排出される汚染物質

によって環境が破壊されたことが日本中に知れ渡っ

た．次に1966年に，東京海上火災ビルの超高層建築

の申請から起こった“美観論争”が挙げられる，お

よそ4年にわたって問い沙汰されたこの問題は世間

に，都市における景観問題を印象づけた．そして“美

観論争”同様に話題となったのが“帝国ホテル問題”

である．F・L・ライトによって設計された帝国ホテ

ルは国内外からも大きく注目され，保存活動は当時

最大の規模となり，人々に近代建築の保存を強く認

識されるきっかけとなった． 

 

4－2．開発と保存の対立関係            

 1968年を契機として起こった環境問題，景観問題，

保存問題は市民の頭の片隅に根付いた．1968年以降，

明治洋風建築の再評価が行われ，町にひっそりと佇

んでいた歴史的建造物が日の目を見ることとなった．

開発と保存に摩擦が生まれ始めた．しかし，1971年
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のドル・ショック，1973年のオイルショックによっ

て，日本は物不足に狂乱物価と経済病理を抱えた．

経済問題は保存においても大きな障害であり，この

時期を皮切りに，建築家や建築史家の間では保存が

強く求められるようになり，また近代建築に限らず，

伝統的町並みの再開発，保存運動の機運が高まった． 

 

4－3．保存手法の新たな可能性              

 そうした社会背景を受けて，保存活動もまた変化

が求められた．1973 年 12 月号の『建築雑誌』にて

「保存の現実と課題（金沢）」の論稿において，市民

的活動について述べられており，その重要性につい

て触れられている．また1975年の『新建築』にて長

谷川堯は市民的保存運動を，1977年の『日経アーキ

テクチュア』にて黒川紀章は市民レベルの保存が必

要であると述べている．そうした際の保存手法とし

て，何が何でも原状保存を要求するのではなく，何

を残したいのか，従来にはない柔軟な発想の必要性

を両氏は述べている． 

５．まとめ                     

 これらの経緯をうけて，小樽運河の保存運動はよ

り活発化し保存へ前進し，東京駅の保存運動に代表 

 

されるように市民による保存活動団体もしくは，支

援団体が増加したことが分かった． 

確かに建築物の保存はその時々の状況によって大

きく異なり，決して一概に解決策，保存策が見出さ

れるわけでは無い．しかしながら，様々な問題に囲

まれた中で，その多様な変化に挑戦することで，保

存分野に新たな道を作るのではないだろうか．そし

て，そこに市民の存在は欠かせないように思う． 
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Table1. Timeline of conservation activities in the 1970’s 
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